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1.研究の背景と目的

沖縄における北部地域 (北部12市町村)の地

域活性化は､これまで諸分野から行われてはき

たが､ホスピタリティ産業という個別の産業か

らのアプローチは十分であるとは言い難い｡

そこで本研究では､ホスピタリティ産業とし

ての外食産業が個々の組織体としてどのように

位置づけられており､また地域の特性を活かし

て今後どのような分野に重点を置いて経営して

いくことが望ましいか地域振興の観点から考察

することを目的としている｡

2.対象と方法
日本産業分類上､｢飲食店｣は ｢一般飲食店｣

と ｢その他の飲食店｣に区分されるが1)､今回

の調査対象としては､北部地域における外食産

業の中の一般飲食店 7-1)を取り上げる｡方法と

しては､ゼンリン住宅地図2)や沖縄県統計年鑑

3)をもとに､まず復帰後の北部地域における外

食産業の変遷 (1970-97年)と現状を把握する｡

次に､沖縄の商業統計調査4)に基づいて実証分

析を行う｡

3.各市町村の動向

我が国の外食産業の市場規模は97年統計で､

およそ29.7兆円､店舗数83.6万店､従業者数

411.5万人と他産業と比較して大規模であり､特

に一般飲食店に関しては平成9年度推計値14兆

9029億円 (全体の50.2%)となっている｡ 5)6)7)

また沖縄県の場合は､93年統計で年間販売額お

よそ851億､店舗数4454店､従業者数2.3万人で

ある｡以下､北部を中心として考察する｡

(1)全県の年度別推移

県全体の傾向として､1975年から76年にかけ

て開催された海洋博をピークに大幅に減少して

いることが窺える｡海洋博以降 (867店舗)か

ら80年代前半 (507店舗)の落ち込みはそれに

影響されているものと考えられるが､80年代後

半からの上下動は､大手一般飲食店の進出によ

って小規模の飲食店が太刀打ちできず閉店に追

い込まれたということや､バブルの煽りを受け

たということがいえる｡(図-1)(表一1)

図-1 地域別店舗数の推移

-159-



秦-1 地域別店舗数の推移

地域/年度 73..-74 75 76-79 80-82 83--85 86-88 89--92 93-97

南 部 3235 3491 4050 2582 258l 2298 2379 2414

中 部 1841 1994 2563 1256 1261 1165 l239 1153

(2)北部の年度別店舗数の推移

名護市､本部町に関 しては特に前節の事柄に

関連 しているものと考えられるが､金武町は北

部地域の中でも特にアメリカ軍 との関係が強

く､75年のベ トナム戦争終戦が影響され､76年

の197店舗から80年には67店舗 と急激に減少 し

ていることがわかる｡(図-2)(表-2)
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図-2 各市町村の年度別店舗数の推移

秦-2 各市町村の年度別店舗数の推移

市町村/年度 73.-74 75 76--79 80--82 83--85 86-88 89-92 93-97

恩 納 村 )9 33 40 34 36 33 27 35

金 武 町 177 179 197 67 51 47 46 46

宜 野 座 柑 6 12 14 ll 14 10 9 8

名 護 市 266 3lt 387 22ー 234 224 207 196

本 部 町 26 69 91 66 66 87 65 56

今 帰 仁 村 21 29 46 46 30 l8 t9 17

大 宜 味 村 5 9 lO ll 10 lO )3 lO

求 4 5 5 5 6 5 4 3

阿 東 村 24 27 29 30 29 21 21 I2

伊 江 村 22 30 46 29 28 )7 17 18

伊 平 屋 村 0 0 ] l 2 5 5 4

付 足 名 村 0 0 I 6 ) 2 2 2
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(3)常時従選者数の年度別推移

まず､名護市を見てみると80年までは時系列

80年以降は店舗数が減少してはいるが従業者数

はそれとは逆に80年は619人であったのが83年

には789人と増加していることから､やはり人

手飲食店の進ILt!,があり､それに作った雇用効果

の現れであると判断できる｡

次に､恩納村や本部町を見ると､リゾート開

発や観光客の増加に伴って80年代後半から右方

上がりに増加しているとが窺える｡殺後に､他

の町村に関しては客層が地域住民中心であるた

め特に大きな需要の変動もなく､従来の従業者

で十分に対応できる状況にある為大きな変化が

ないと考えられる｡(図-3)(表-3)
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図-3 常時従業員数の年度別推移

秦-3 常時従業員数の年度別推移

市町村/年度 73-74 75 76--79 80--82 83--85 86--88 89-92 93--97

恩 納 村 68 76 47 91 140 205 201 273

金 武 町 399 352 330 161 141 134 111 104

宜 野 座 村 )4 25 23 33 39 32 28 30

負 .康 市 592 756 739 619 789 863 898 848

本 部 町 21 108 99 183 loo 246 211 191

今 帰 仁 付 ]7 29 34 102 59 43 39 40

大 宜 味 付 2 12 8 28 24 26 28 22

束 付 ) 3 0 10 )0 9 7 5

国 頭 村 22 33 29 57 57 52 49 34

伊 江 村 22 3) 34 55 53 35 36 36

伊 平 屋 村 0 0 0 2 7 9 9 7
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(4)年間販売額の年度別推移

名護市は海洋博の影響で73年の82820万円か

ら76年には335865万円と大幅に増加しているも

のの､その後の反動を受け202638万円まで減少

し､80年から再び持ち直しの傾向を見せている｡

しかし80年代後半に入って､バブルの煽りや景

気低迷の影響を受け減少していることが窺え

る｡

逆に恩納村や本部町はリゾート､観光地として

観光客に認知されており､団体観光客を受け入

れる大型レストランや食堂が販売額の増加に寄

与しているものと考えられる.(図-4)(表-

4)
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図-4 年間販売額の年度別推移

表一4 年間販売額の年度別推移

市町村/年度 73.-74 75 76-79 80-82 83-85 86-88 89--92 93-97

恩 納 村 17880 23737 24447 31582 52690 94189 97898 )38272

金 武 町 33420 45696 80907 27)67 29408 32782 27710 28629

宜 野 座 村 3576 516l 10379 6136 7937 8710 8448 10215

名 護 市 82820 182997 335865 202638 268753 328624 322927 287907

本 部 町 5912 31972 56028 53592 69148 68796 544ー4 74046

今 帰 仁 村 2760 8654 13876 19494 10652 86I8 1045L 8030

大 宜 味 村 300 91ー 12218 4444 4574 5476 8460 66I4

東 村 552 ll20 1∝沖 2010 2338 597 1430 305

国 頭 村 3868 5659 9615 JO62) 16472 15480 15790 9500
伊 江 村 4108 11670 11784 9705 8797 8452 9410 8874

伊 平 屋 村 0 0 402 629 2483 2160 14(X) 2054

伊 是 名 村 0 0 402 4045 124) 1813 5832 1920
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4.分析結果と考察

本章では､北部12市町村の-一般飲食店の年間

販売額に影響を与えている要因としてどのよう

なものが考えられるのか､1985年､1990年､

1995年と5年置きのデータを用い重回帰分析に

よって実証分析を行う｡なお分析するにあたり

目的変数として年間販売額を､説明変数として

乗用車数､所得､核家族数､従業者数､店舗数

の5つの要因を用いる八I(衣-5).

衷-5安閑とその指標

紫 L大f 指 標

年間販売額 (ノj｢TJ) --一店舗当りの年間販売額

乗用車数(台) 人目1人当りの乗用車保有
台数

所 得(十円) 1人当りの市町村民所得

核家族数(%) 令世帯数に占める核家族数
の割合

従業者数(%) 従業者増加率

(1)結果1 (1985年)

はじめに多重共線性の可能性を検討しておく

必要がある｡検出するための指標である分散拡

大要因 (VIF)をみると､多重共線性の判定

目安である10以 卜の値を示している変数は､従

業者と店舗である｡予測式の当てはまりの良さ

を表す修正R二乗をみると0.6796586で､良く当

てはまっていると判断できる｡また予測値の偏

りとばらつきを測定する指標であるCp統計量

をみると､6で､下記の図からも分るように

cp
統

計

土

p+ 1 (p-モデルに組み込まれた税明変数の数)

450線と一致しており望ましいといえる｡

分散分析表のF倍によるF検定 (危険率-0.05)

を行ってみると､

F0-5.6677>4,3874F (5,6;0.05)

で5%の水準で有意であり､説明変数は､全体

として年間販売額の予測に役立つといえる｡し

かし､個々の変数が有意であるか回帰係数の検

定を行ってみると､

Ho:β 1-0-F｡-0.20626<F.6(0.05)-5.9874

Ho:β2-0-F0-0.01022<F16(0.05)-5.9874

Ho:P2-0･.･F0-0.01765<F16(0.05)-5.9874

Ho:P4-0･･･F0-6.75521<F16(0.05)-5.9874

Ho:P5-0･･.F0-8.03596<F16(0.05)-5.9874

となり､乗用車､所得､核家族が有意でない｡

偏相関係数をみると､

乗用車-0.1823､所得-0.46757､核家族-

0.05415と低 く､このようなことからも検定結果

を説明することができる｡

また回帰診断注2日 リ 】…l)の結果､まず説明変

数の外れ催検出のため､観測値が予測値に及ぼ

す影響の大きさを表しているてこ比をみると､

名護市と恩納村､宜野座村､本部町､伊平屋村､

伊是名村が判断する基準である0.5を越えてお

り､てこ比 との間に単調 な関数関係がある

Mahalanobis汎距離も同様に値が大きい｡次に回

帰係数ベクトルや予測値､あてはめ値の変化を

図る統計量であるDFFITS(-Differenceinfltted

value,当てはめ値の差異)は､

症 重 /JTn≒1.41
(n-12,p-5)

より恩納村､宜野座村､伊是名村が基準を越え

ている｡更に推定精度の影響を測るのに用いら

れるCOVRATtO (-Covadanceratio,共分散比)

は､

ll13(p+1)/n,1+3(p+1)/n]-
[-0.5,2.5]

より､名護市､恩納村､本部町､大宜味村､束

村､伊江村､伊平屋村が､またFVARATIOは､
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[卜 3/n,l+ (2p+3)/D]- [0.75,2.08]

より名護市､恩納村､本部町､伊平屋村がそれ

ぞれ境界外にあり､その観測値の影響が大きい

といえる｡最後に各々の偏回帰係数への影響を

測るための指標であるDFBETAS(Differencein

beta,ベータの変化量)は､

IDFBETASi,iE>2/rn≒0.577
(n-12)

より､恩納村では乗用車と店舗､金武町では所

得､宜野座村では核家族､今帰仁村では乗用車､

伊是名村では乗用車と核家族がそれぞれの観測

値への影響が大きいと判定できる｡

以上のことから予測式は､

YH5-loll.516ⅩI+0.13606x2+504.536x3+

3620.047Ⅹ4-4196.824Ⅹ5+491.0501

となるが､ここで Ⅹ5の店舗の回帰係数が負に

なっている｡そこで各説明変数の目的変数への

寄与の評価に役立つ標準回帰係数を見てみる

と､同じように負の値になっているため､これ

は店舗増加率が低 くなると年間販売額が増加す

ること表している｡即ち80年代以降は大手外食

産業の参入で零細な一般飲食店は閉店せざる得

ないという状況が裏付けられる｡

(2)結果2 (1990年)

vIFをみると基準の10以上の変数は見当たら

ないため､多重共線性の恐れはないものと判断

できる｡修正R二乗は0.8437691と非常に高く､

Cp統計量も6と望ましい｡F検定 (危険率-

0.005)を行ってみると､

F0-12.8817>11.464F (5,6;0.005)

で､0.5%の水準で予測に役立つと判断できる｡

また回帰係数の検定では､

Ho:β1-0-F0-5.52931<F16(0.025)-

8.8131

Ho:β2-0-F0-15.77828<F16(0.025)-

8.8131

Ho:β3-0-F0-0.77076<F16(0.025)-

8.8131

Ho:β1-0･･･Fo-9.38173<F16(0.025)-

8.8131

Ho:β5-0-F0-8.91428<F】6(0.025)-

8.8131

で､乗用車､核家族が有意ではない｡

回帰診断の結果では､てこ比とMahalanobis汎

距離が､名護市､恩納村､金武町､本部町､大

宜味村 ､束村 ､伊平屋村で値が大 きいo

DFFITSは､恩納利､本部町が基準1.41を越えて

おり､covRATIOは名護市､金武町､人宜味村､

国頭村､伊江村､伊是名村が､またFVARAT10

は名護市､恩納村､金武町､人宜味村､乗村が

それぞれ境界外にある｡DFBETASに関しては､

名護市では核家族と従業者､恩納村では全ての

説明変数が､金武町では核家族以外の全説明説

明変数､本部町では所得と店舗､伊平屋村では

所得と核家族が基準値0.577以上で､それぞれの

観測値への影響が大きいと判'iizできる｡

予測式は､

Y90-3137.552xI+1.87038x2-2165339x3+

5228.784Ⅹ4- 3280.86Ⅹ5-3531.07

となる｡回帰係数はⅩ3の核家族とⅩ5の店舗の

値が負で､標準回帰係数も同様であるため､核

家族数と店舗増加率が低ければ販売額が増加す

ることを表しているといえる｡ただし核家族の

場合は､店舗増加率の標準回帰係数と比較して

値が小さくさほど影響のないものと判断でき

る｡

(3)結果3 (1995年)

vIFは従業者が基準の10を僅かに越えている｡

修正R二乗は0,6659101と高く､Cp統計量も85

年､90年と同様6で望ましいといえる｡F検定

(危険率-0.05)では､

Fo-5.3851>4.3874F (5,6;0.05)

であり5%の水準で予測に役立つといえる｡回

帰係数の検定を行ってみると､

Ho:β1-0-F0-1.22894<F-6(0.り-3.7760

Ho:β2-0-F0-3.30379<Ft6(0.I)-3.7760

Ho:〟3-0-F0-0.08180<F】6(0.1)-3.7760
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Ho.'β4-0-F0-0.93344<F'6(0.1)-3.7760

Ho:β5-0･-F0-0.鵬928<F16(0.1)-3.7760

で､どの回帰係数も有意でない｡

回帰診断の結果､てこ比とMahalanobis汎距離

は､恩納村､宜野座村､今帰仁村､東村､国頭

村､伊平屋村の値が大 く､DFFITSは恩納村､

本部町が基準1.41を越えており､covRATIOは

名護市､今帰仁村､大宜味村､東村､国頭村､

伊江村､伊平屋村が､またFVARATIOは恩納村､

宜野座村､今帰仁村､東村､国頭村､伊江村､

伊平屋村がそれぞれ境界外にある｡DFBETAS

に関しては､恩納村と本部町では従業者以外の

全説明変数が､今帰仁村では所得と従業者､伊

是名村では乗用車と核家族が基準値0.577を越え

ており､それぞれの観測値への影響が大きいと

判定できる｡

予測式は､

Y95-2823.226ⅩI+1.97839Ⅹ2-1523.028x3+
2903.83x4-727.0898Ⅹ5-4771.553

となる｡回帰係数はⅩ3の核家族とⅩ5の店舗の

値が負になっており､標準回帰係数をみても同

様であるため､核家族数と店舗増加率が高くな

ると販売額が減少することを示唆している｡即

ち90年代以降は変化がさほどないと考えられ

る｡

また各年度のAIC (赤池情報量基準)を見て

みると､90年のモデルが180.8809と最も小さく

望ましいと判断できる｡

5.まとめと課題
分析結果のまとめとして北部12市町村の一般

飲食店の経営状況は､年間販売額という経営指

標によって判断でき､その要因としては各年度

とも従業者増加率に起因しているといえる｡こ

のことは､従来の沖縄型の経営スタイルから大

手外食産業の多くの従業者による画一された人

的サービスの提供へ転換 ･移行しているものと

考えられる｡今後は､人的サービスが主になっ

てくることが予想されるため､サービスの品質

と内部顧客 (従業者)の職場環境の整備を含む

インターナルマーケテイングが重要になってく

る｡

今回の実証分析に関しての課題を言えば､既

存のデータのみでの分析であったため､今後は

現場の従業者の意見や顧客の店舗に対す るイメ

ージ等をアンケー ト調査により収集 ･解析 し､

より多面的なアプローチを行っていくことが望

まれる｡また分析方法からの課題としては､目

的変数として5つの要因を用いたが､更に各市

町村への入 り込み観光客数や広告費等も要因の

1つとして取 り入れ分析を行っていく必要があ

るであろう｡

最後に､今回は地域振興の観点から外食産業

という非常に小さい分野で考察したが､地域活

性化という課題は北部全域の国際化､情報化等

と共に ｢やんぼる｣という地域特性を活かし､

これからの観光事業の展開､ホスピタリティ産

業全体に対する経営環境の改善等､北部12市町

村のハード､ソフト両面からのホスピタリティ

を如何に促進させていくかが最大の課題となる

であろう｡

補 注

1)今回の調査は､通産省の商業統計表をもと

に13の業種から更に沖縄特有の業種である

沖縄そば店､パーラーを追加 し合計15の業

種を対象にしたものである｡

2)回帰診断に関しては文献 9)10)ll)を参

考にした｡
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